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平成20年10月1日 

各 位 

 

会 社 名 日本電産株式会社 

代表者名 代表取締役社長 永守 重信 

取 引 所 東証一部・大証一部 （６５９４） 

ＮＹＳＥ（ＮＪ） 

問合せ先 広報宣伝部長  田村 徳雄 

Ｔ Ｅ Ｌ （０７５）９３５－６１５０ 

 

会 社 名 富士電機ホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 伊藤 晴夫 

取 引 所 東証一部・大証一部・名証一部・福証  

（６５０４） 

問合せ先 経営企画担当ゼネラルマネージャー 

南 浩一 

Ｔ Ｅ Ｌ （０３）５４３５－７２１３ 

 

 

産業用小型電動機事業における資本提携基本合意に関するお知らせ 

日本電産株式会社（以下「日本電産」）と、富士電機ホールディングス株式会社（以下「FHC」）及びその事業子

会社のひとつである富士電機システムズ株式会社（以下「FES」）は、FES の子会社である富士電機モータ株式会

社（以下「FDM」）及びFDMが所管する海外現地法人３社（以下FDMを含め「FDM ｸﾞﾙｰﾌﾟ」と総称する）が営む産

業用小型電動機事業に関し、資本提携の可能性について慎重に協議・検討を重ねてまいりました。 

昨日、日本電産･FHC･FESの３社は、FDM ｸﾞﾙｰﾌﾟに対する出資比率を、日本電産が60％、FESが40％とすること

で、基本合意書を締結しました。この結果、FDM ｸﾞﾙｰﾌﾟが FHC の子会社から異動し、日本電産の子会社となりま

すので、お知らせいたします。 

また今後は、新合弁会社の更なる発展のために、新合弁会社の経営状況、すべてのステークホルダーの利益を

十分に考慮した上で、FES 保有の全株式を日本電産に譲渡することを視野に置き、前向きに検討を進めてまいり

ます。 

 

記 

 

１． 資本提携の背景と意義 

日本電産グループは、各種モータを中心とした「回るもの、動くもの」の分野とそれに関連する応用製品、設

備、部品といった分野に特化した経営を基本方針とし、これまで関連各分野に精通している企業と資本・業務提

携を行うことにより、IT 市場関連のみならず家電製品や自動車、OA 機器、産業機器などあらゆる分野に事業を

拡大展開して参りました。 
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富士電機グループは、世界中の社会・産業インフラの構築に向け、パワーエレクトロニクス技術をベースとし

たインバータや電動機を対象とする「ドライブ事業」を牽引事業として位置付けており、その伸長のためには、

小型から大型まで全ての電動機の競争力向上が、必要となってきております。 
しかしながら、小型電動機の市場では、製品のコモディティー化の進展及び原材料の高騰を背景に、厳しいコ

スト競争を余儀なくされており、当該分野を担っている FDM ｸﾞﾙｰﾌﾟの規模拡大による事業基盤の強化が、「ドラ

イブ事業」伸長の鍵のひとつとなっております。 

今般、日本電産グループの事業規模拡大戦略と、富士電機グループの産業用小型電動機事業の規模拡大ニーズ

が一致し、日本電産･FHC･FES の３社は、FDM ｸﾞﾙｰﾌﾟの経営の自主性を尊重しつつ、日本電産グループが有する、

経営資源、経営ノウハウ及び高度な技術をFDM ｸﾞﾙｰﾌﾟに導入することにより、効率的な新製品開発と販売機会の

拡大等を達成し、更なる成長・発展を実現させることを目的として、資本提携することに合意いたしました。 

 

２． 資本提携の概要 

資本提携の手法につきましては、基本的には、日本電産を引受人とするFDM の第三者割当増資を実施し、同時

に、FES が保有するFDM ｸﾞﾙｰﾌﾟの海外現地法人のひとつである富士電機馬達（大連）有限公司（現状出資比率：

FES 75％：FDM 25％）の株式を、FDMへ譲渡することを想定しております。 

日本電産、FHC 及び FES では、以下の事項について合意しておりますが、資本提携後の新合弁会社の商号、所

在地、代表者、資本金の具体的内容につきましては、今後協議の上決定してまいります。 

 

【合意事項】 

  商号(仮称)：日本電産富士モータ株式会社 

実施予定日：2009年1月1日 

出 資 比 率：日本電産 60％：FES 40％ 

取 締 役 数：原則として、出資比率通りとする。 

従 業 員：FDM ｸﾞﾙｰﾌﾟの従業員の雇用は継続、処遇・労働条件も原則として現状を維持する。 

製 品 供 給：FDM ｸﾞﾙｰﾌﾟの富士電機グループ向け製品供給は、引続き安定供給を確保する。 

 

３． 今後の日程 

2008年12月中旬   最終契約締結（予定） 

2009年1月1日   営業開始（予定） 

 

４． 当期の連結業績に与える見通し 

今後、具体的内容を検討する過程で、本件が当期の連結業績に重要な影響を及ぼすことが明らかとなった場合

には、適時開示いたします。 

 

５．異動する子会社の概要 
FDM ｸﾞﾙｰﾌﾟは、FDM及び海外現地法人３社で構成されており、各々の会社概要は以下の通りです。 

尚、海外現地法人３社の売上高の殆どは FDM 向けであり、「FDM ｸﾞﾙｰﾌﾟ：FDM」の売上高連単倍率は１倍程度で

あります。また、FDM ｸﾞﾙｰﾌﾟの売上高に占める富士電機グループ向け売上高の割合は、約60％程度であります。 



 3

１）富士電機モータ株式会社 

(１)代 表 者       ：宮﨑 孝教 

(２)所 在 地       ：三重県鈴鹿市南玉垣町5520番地 

(３)設 立 年 月 日       ：1999年5月 

(４)主な事業の内容：モータ、モータ応用製品の開発・製造・販売・サービス 

(５)従 業 員 数：364名(2008年3月末) 

(６)資 本 金：28億円 

(７)発行済株式総数：59,401株 

(８)大株主構成および所有割合：富士電機システムズ株式会社100％ 

(９)最近事業年度における業績の動向 

 ２００８年３月期 ２００７年３月期 
売 上 高 ２２，０５６百万円 ２２，５２２百万円 
営 業 損 益 ５０８百万円 ５９０百万円 
経 常 損 益 ３７４百万円 ５２７百万円 
当 期 純 損 益 ２７０百万円 ３６０百万円 
総 資 産 １３，５０８百万円 １３，９０２百万円 
純 資 産 １，２３７百万円 ９６８百万円 

 

２）富士電機馬達（大連）有限公司 

(１)代 表 者       ：宮﨑 孝教 

(２)所 在 地       ：中国大連市経済技術開発区東北三街３号－２ 

(３)設 立 年 月 日       ：2005年8月 

(４)主な事業の内容：モータの製造 

(５)従 業 員 数：385名(2007年12月末) 

(６)資 本 金：149,111千CNY 

(７)発行済株式総数：－ 

(８)大株主構成および所有割合：富士電機システムズ株式会社75％、富士電機モータ株式会社25％ 

(９)最近事業年度における業績の動向 

 ２００７年１２月期 ２００６年１２月期 
売 上 高 ２８９，８１８千ＣＮＹ ３０９，１８９千ＣＮＹ 
営 業 損 益 ▲１，２０７千ＣＮＹ ▲５，２７７千ＣＮＹ 
経 常 損 益 ▲１，１９２千ＣＮＹ ▲７，２５０千ＣＮＹ 
当 期 純 損 益 ▲１，１９２千ＣＮＹ ▲７，３１５千ＣＮＹ 
総 資 産 １８９，１８０千ＣＮＹ ２０２，６２５千ＣＮＹ 
純 資 産 ７５，３０５千ＣＮＹ ７８，３５５千ＣＮＹ 
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３）富士電機馬達（上海）有限公司 

(１)代 表 者       ：堀田 雅俊 

(２)所 在 地       ：中国上海市愚园路1258号绿地商务大厦803室 

(３)設 立 年 月 日       ：2003年5月 

(４)主な事業の内容：モータ製品の販売 

(５)従 業 員 数：8名(2007年12月末) 

(６)資 本 金：3,311千CNY 

(７)発行済株式総数：－ 

(８)大株主構成および所有割合：富士電機モータ株式会社 100％ 

(９)最近事業年度における業績の動向 

 ２００７年１２月期 ２００６年１２月期 
売 上 高 ２７，７３９千ＣＮＹ ２６，９６４千ＣＮＹ 
営 業 損 益 １，００１千ＣＮＹ １，６８８千ＣＮＹ 
経 常 損 益 １，０７２千ＣＮＹ １，６８８千ＣＮＹ 
当 期 純 損 益 ９３１千ＣＮＹ １，５１６千ＣＮＹ 
総 資 産 １３，５５３千ＣＮＹ １２，１８９千ＣＮＹ 
純 資 産 ４，９３６千ＣＮＹ ４，００５千ＣＮＹ 

 

４）亜台富士電機股份有限公司 

(１)代 表 者       ：宮﨑 孝教 

(２)所 在 地       ：台湾桃園縣蘆竹鄕長興路二段32虎號 

(３)設 立 年 月 日       ：1997年5月 

(４)主な事業の内容：モータ応用製品の製造販売 

(５)従 業 員 数：54名(2007年12月末) 

(６)資 本 金：100,000千TWD 

(７)発行済株式総数：10,000,000株 

(８)大株主構成および所有割合：富士電機モータ株式会社 100％ 

(９)最近事業年度における業績の動向 

 ２００７年１２月期 ２００６年１２月期 
売 上 高 ５４０，９２８千ＴＷＤ ４４７，１４３千ＴＷＤ 
営 業 損 益 ９，０９５千ＴＷＤ ▲１２，８４５千ＴＷＤ 
経 常 損 益 １８，１９５千ＴＷＤ ▲７，９７２千ＴＷＤ 
当 期 純 損 益 １４，８６１千ＴＷＤ ▲７，３９０千ＴＷＤ 
総 資 産 ２３７，０６３千ＴＷＤ ２００，１３４千ＴＷＤ 
純 資 産 １３６，３２４千ＴＷＤ １２１，４６３千ＴＷＤ 

 
 

以  上 
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＜参考資料：新合弁会社の出資者となる両社の概要＞ 

【日本電産株式会社】 

 所 在 地： 京都府京都市南区久世殿城町338番地 

 設 立： 1973年7月23日 

 代 表 者： 永守 重信 

 資 本 金： 662億48百万円* 

 事業内容： 精密小型モータ、中型モータ、機器装置、電子・光学部品、その他の製造・販売 

 売 上 高： （単体）1,892億53百万円* （連結）7,421億26百万円* 

 営業利益： （単体）  139億80百万円* （連結）  768億33百万円* 

 従業員数： （単体） 1,590名*  （連結）96,897名* 

 主要製品： 精密小型DCモータ、精密小型ファン、振動モータ、家電用・産業用中型モータ、車載用中型モー

タ、変減速機、FA関連機器、電子部品、光学部品、ピボットアッセンブリ、自動車部品等 

 拠 点： （国内）京都、東京、長野、三島、名古屋、滋賀、大阪、福岡 

       （海外）アジア: 韓国、台湾、中国、香港、シンガポール、タイ、フィリピン、ベトナム 

           北米: アメリカ、メキシコ 

                      欧州: スペイン、ドイツ、フランス、ポーランド 

 
【富士電機システムズ株式会社】 

 所 在 地： 東京都品川区大崎1丁目11番2号 

 設 立： 1965年12月1日 

 代 表 者： 白倉 三德 

 資 本 金： 250億円* 

 事業内容： 情報・通信・制御システム、ドライブシステム、電力システム及び関連機器等の開発、製造、販

売、サービス 

 売 上 高： （単体）2,188億 9百万円* （連結）4,098億81百万円* 

 営業利益： （単体）   56億78百万円* （連結）  132億53百万円* 

 従業員数： （単体） 4,253名*  （連結） 9,880名* 

 主要製品： インバータ、サーボシステム、モータ・モータ応用製品、無停電電源装置、マシンモーション制

御システム、リニアドア、大容量整流設備、電気炉設備、工業電熱、施設電機、クリーンルーム、

トンネル換気システム、火力発電、地熱発電、原子力発電、水力発電、コントローラ、発信器、

超音波流量計、環境分析装置、温度調節計、電力量計、線量計、加速度センサ、圧力センサ、操

作表示器、プロトコル変換器等 

 拠 点： （国内）東京、愛知、大阪、兵庫、三重、熊本、神奈川、長野、千葉 

       （海外）アジア: 中国、香港、韓国、台湾、シンガポール、タイ、インドネシア 

           北米: アメリカ 

                      欧州: ドイツ、フランス 

 

*2008年3月末現在 

                            
以  上 


